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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転軸に配置されて前記回転軸とともに回転可能なロータと、
　前記ロータの周囲に配置され、前記ロータとの間に作用する電磁力によって前記ロータ
を回転させるステータとを備え、
　前記ステータは、
　前記ロータを回転させるための交番電流が流れるＵ相コイルと、
　前記Ｕ相コイルが巻き回され、前記Ｕ相コイルへの通電に起因して発生する磁束の通過
を許容するＵ相コアと、
　前記回転軸の周方向において前記Ｕ相コイルとは異なる位置に配置され、前記Ｕ相コイ
ルを流れる交番電流とは異なる位相の交番電流が流れるＶ相コイルと、
　前記Ｖ相コイルが巻き回され、前記Ｖ相コイルへの通電に起因して発生する磁束の通過
を許容するとともに、前記Ｕ相コアから分離して配置されたＶ相コアと、
　前記回転軸の周方向において前記Ｕ相コイル及び前記Ｖ相コイルとは異なる位置に配置
され、前記Ｕ相コイルを流れる交番電流及び前記Ｖ相コイルを流れる交番電流とは異なる
位相の交番電流が流れるＷ相コイルと、
　前記Ｗ相コイルが巻き回され、前記Ｗ相コイルへの通電に起因して発生する磁束の通過
を許容するとともに、前記Ｕ相コア及び前記Ｖ相コアから分離して配置されたＷ相コアと
を含み、
　前記Ｕ相コイル、前記Ｖ相コイル及び前記Ｗ相コイルは、前記回転軸の周方向に等間隔
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に配置され、
　前記Ｕ相コア、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアは、それぞれ、
　前記Ｕ相コイル、前記Ｖ相コイル及び前記Ｗ相コイルのうち対応するコイルが巻き回さ
れるコイル巻回部と、
　前記コイル巻回部に巻き回された前記コイルの軸方向において前記コイル巻回部よりも
一端側に位置して前記ロータに対向する一端側対向部と、
　前記コイル巻回部に巻き回された前記コイルの軸方向において前記コイル巻回部よりも
他端側に位置して前記ロータに対向するとともに前記回転軸の軸方向において前記一端側
対向部から離れて配置される他端側対向部とを含み、
　前記ロータは、
　前記Ｕ相コイル、前記Ｖ相コイル及び前記Ｗ相コイルへの通電に起因して発生する磁束
の通過を許容する磁性材料によって形成され、
　前記回転軸の外周面に沿って前記回転軸の周方向に延びるとともに前記回転軸の周方向
において一端及び他端を有する第１周方向部と、
　前記第１周方向部から前記回転軸の軸方向に離れて配置され、前記回転軸の外周面に沿
って前記回転軸の周方向に延びるとともに前記回転軸の周方向において一端及び他端を有
する第２周方向部と、
　前記回転軸の軸方向に延びて、前記第１周方向部と前記第２周方向部を連結する軸方向
連結部とを含み、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、前記Ｕ相コイル、前記Ｖ相コイル及び前記
Ｗ相コイルへの通電に起因して発生する磁束が前記ロータと前記Ｕ相コア、前記Ｖ相コア
及び前記Ｗ相コアとの間に跨って形成される磁気回路を通過するように、前記ロータの回
転位置に関わらず前記回転軸の軸方向及び径方向の何れかにおいて前記Ｕ相コア、前記Ｖ
相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一端側対向部及び前記他端側対向部に対向
可能な長さを有し、
　前記Ｕ相コイル、前記Ｖ相コイル及び前記Ｗ相コイルの各々を流れる交番電流の位相は
互いに１２０度ずれており、
　前記Ｕ相コイルには、前記軸方向連結部が前記回転軸の周方向において前記Ｕ相コアと
同じ位置にあるときに電流値が極大又は極小となるように交番電流が供給され、
　前記Ｖ相コイルには、前記軸方向連結部が前記回転軸の周方向において前記Ｖ相コアと
同じ位置にあるときに電流値が極大又は極小となるように交番電流が供給され、
　前記Ｗ相コイルには、前記軸方向連結部が前記回転軸の周方向において前記Ｗ相コアと
同じ位置にあるときに電流値が極大又は極小となるように交番電流が供給される、電動機
。
【請求項２】
　請求項１に記載の電動機であって、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、前記回転軸の径方向において前記Ｕ相コア
、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアよりも内側に位置しており、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部の一方は、当該径方向において前記Ｕ相コア、
前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一端側対向部及び前記他端側対向部
の一方に対向しており、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部の他方は、当該径方向において前記Ｕ相コア、
前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一端側対向部及び前記他端側対向部
の他方に対向している、電動機。
【請求項３】
　請求項１に記載の電動機であって、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、前記回転軸の軸方向において前記Ｕ相コア
、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの両側に位置しており、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部の一方は、当該軸方向において前記Ｕ相コア、
前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一端側対向部及び前記他端側対向部
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の一方に対向しており、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部の他方は、当該軸方向において前記Ｕ相コア、
前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一端側対向部及び前記他端側対向部
の他方に対向している、電動機。
【請求項４】
　請求項１～３の何れか１項に記載の電動機であって、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、それぞれ、前記回転軸の軸方向に積層され
た複数の電磁鋼板によって形成されている、電動機。
【請求項５】
　請求項１～４の何れか１項に記載の電動機であって、
　前記軸方向連結部は、前記回転軸の軸方向に対して直交する方向に積層された複数の電
磁鋼板によって形成されている、電動機。
【請求項６】
　請求項１～５の何れか１項に記載の電動機であって、
　前記第１周方向部、前記第２周方向部及び前記軸方向連結部は互いに独立しており、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、それぞれ、少なくとも一部が前記回転軸の
外周面に接する接触部を有しており、
　前記接触部には、前記回転軸の径方向内側に向かって開口するとともに前記回転軸の軸
方向に延びて前記軸方向連結部の一部が嵌め込まれる溝が形成されており、
　前記軸方向連結部は、その一部が前記回転軸の外周面に開口して前記回転軸の軸方向に
延びる溝に嵌め込まれた状態で前記第１周方向部及び前記第２周方向部の各々によって前
記回転軸の径方向外側から押え込まれることにより、前記回転軸とともに回転可能となる
ように前記回転軸に固定されている、電動機。
【請求項７】
　請求項６に記載の電動機であって、
　前記回転軸が磁性材料によって形成されており、
　前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、それぞれ、前記回転軸の周方向の両端部分
が前記回転軸の径方向において前記回転軸の外周面から離れて位置することによって前記
回転軸の外周面との間に隙間を形成している、電動機。
【請求項８】
　請求項６に記載の電動機であって、
　前記回転軸が非磁性材料によって形成されている、電動機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電動機に関し、詳しくは、永久磁石やコイルに代えて特定形状の鉄心によっ
て構成されたロータを有する電動機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、永久磁石やコイルに代えて特定形状の鉄心によって構成されたロータを有する電
動機として、ＳＲ（Switched Reluctance）モータが知られている。このようなＳＲモー
タは、例えば、下記特許文献１に開示されている。
【０００３】
　特許文献１に記載のＳＲモータは、突極鉄心を有するロータと、当該ロータを囲む円環
状のステータとを備える。ロータは、その外周面からステータに向かって突出するととも
に周方向に等間隔に位置する４つのロータ側突極を有している。ステータは、その内周面
からロータに向かって突出するとともに周方向に等間隔に位置する６つのステータ側突極
を有している。これらのステータ側突極の各々には、交番電流が供給されるコイルが巻き
回されている。
【０００４】
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　このようなＳＲモータにおいては、コイルに交番電流を供給することで発生する磁束が
ロータの軸方向に対して直交する方向に広がる平面内に形成される磁気回路を通過する。
具体的には、ステータ側突極に巻き回されたコイルに交番電流が供給されると、それに伴
って発生する磁束が当該ステータ側突極を通過し、当該ステータ側突極に対してロータの
径方向で対向する位置にあるロータ側突極からロータに入る。ロータに入ってきた磁束は
、当該ロータ側突極に対してロータの径方向で反対側に位置するロータ側突極を通過した
後、当該ロータ側突極に対してロータの径方向で対向する位置にあるステータ側突極から
ステータに入る。
【０００５】
　このような磁気回路の磁気抵抗は、ロータ側突極とステータ側突極との間に形成される
隙間の大きさに依存する。ここで、ロータ側突極とステータ側突極との間に形成される隙
間は、ロータ側突極とステータ側突極がロータの径方向で対向しているときに最も小さく
なる。
【０００６】
　上記ＳＲモータでは、磁気回路の磁気抵抗が最小となる位置にロータ側突極が存在する
ときに電流値が極大又は極小となるように、コイルに交番電流が供給される。このように
交番電流がコイルに供給されることで、ロータ側突極を引き付けるステータ側突極の位置
が周方向に順次移動する。その結果、ロータが回転する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－６１３８１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　近年、ＳＲモータをより高速で駆動することが求められている。しかしながら、特許文
献１に記載のＳＲモータでは、ロータとステータとの間に跨って形成される磁気回路がロ
ータの軸方向に対して直交する方向に広がる平面内に形成されるため、ステータのコイル
に供給される交番電流の周波数よりも高い周波数でロータを回転させることができない。
具体的には、特許文献１に記載のＳＲモータでは、ロータが４つのロータ側突極を有する
とともにステータが６つのステータ側突極を有しているため、交番電流の周波数の半分の
周波数でしかロータを回転させることができない。仮に、特許文献１に記載のＳＲモータ
が４つのロータ側突極を有するロータの代わりに２つのロータ側突極を有するロータを備
えていたとしても、ロータを交番電流の周波数と同じ周波数でしか回転させることができ
ない。なお、交番電流の周波数を高くすると、当該交番電流を生成するインバータの負荷
が大きくなるとともにインバータの冷却機構としてより高性能なものが必要になってしま
う。
【０００９】
　本発明の目的は、ステータのコイルに供給される交番電流の周波数よりも高い周波数に
てロータを回転させることができる電動機を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記の目的を達成するために、本願の発明者等は、コイルへの通電に伴って形成される
磁気回路に着目して検討を進めた。その結果、従来のようにロータとともに回転する回転
軸の軸方向に対して直交する方向に広がる平面内にて閉じられた経路を磁束が流れるよう
に磁気回路を形成するのではなく、少なくとも回転軸の軸方向及び径方向に磁束が流れる
ように磁気回路を形成すればよいことに気付いた。そして、このような磁気回路を形成す
るには、特定の形状を有するロータと、当該ロータを囲むように回転軸の周方向に等間隔
に且つ互いに独立して配置された３つのコアとを備えるとともに、これら３つのコアの各
々に巻き回されたコイルに対して互いに異なる位相を有する交番電流を供給すればよいと
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いう知見を得た。本発明は、このような知見に基づいて完成されたものである。
【００１１】
　本発明の電動機は、回転軸に配置されて前記回転軸とともに回転可能なロータと、前記
ロータの周囲に配置され、前記ロータとの間に作用する電磁力によって前記ロータを回転
させるステータとを備え、前記ステータは、前記ロータを回転させるための交番電流が流
れるＵ相コイルと、前記Ｕ相コイルが巻き回され、前記Ｕ相コイルへの通電に起因して発
生する磁束の通過を許容するＵ相コアと、前記回転軸の周方向において前記Ｕ相コイルと
は異なる位置に配置され、前記Ｕ相コイルを流れる交番電流とは異なる位相の交番電流が
流れるＶ相コイルと、前記Ｖ相コイルが巻き回され、前記Ｖ相コイルへの通電に起因して
発生する磁束の通過を許容するとともに、前記Ｕ相コアから分離して配置されたＶ相コア
と、前記回転軸の周方向において前記Ｕ相コイル及び前記Ｖ相コイルとは異なる位置に配
置され、前記Ｕ相コイルを流れる交番電流及び前記Ｖ相コイルを流れる交番電流とは異な
る位相の交番電流が流れるＷ相コイルと、前記Ｗ相コイルが巻き回され、前記Ｗ相コイル
への通電に起因して発生する磁束の通過を許容するとともに、前記Ｕ相コア及び前記Ｖ相
コアから分離して配置されたＷ相コアとを含み、前記Ｕ相コイル、前記Ｖ相コイル及び前
記Ｗ相コイルは、前記回転軸の周方向に等間隔に配置され、前記Ｕ相コア、前記Ｖ相コア
及び前記Ｗ相コアは、それぞれ、前記Ｕ相コイル、前記Ｖ相コイル及び前記Ｗ相コイルの
うち対応するコイルが巻き回されるコイル巻回部と、前記コイル巻回部に巻き回された前
記コイルの軸方向において前記コイル巻回部よりも一端側に位置して前記ロータに対向す
る一端側対向部と、前記コイル巻回部に巻き回された前記コイルの軸方向において前記コ
イル巻回部よりも他端側に位置して前記ロータに対向するとともに前記回転軸の軸方向に
おいて前記一端側対向部から離れて配置される他端側対向部とを含み、前記ロータは、前
記Ｕ相コイル、前記Ｖ相コイル及び前記Ｗ相コイルへの通電に起因して発生する磁束の通
過を許容する磁性材料によって形成され、前記回転軸の外周面に沿って前記回転軸の周方
向に延びるとともに前記回転軸の周方向において一端及び他端を有する第１周方向部と、
前記第１周方向部から前記回転軸の軸方向に離れて配置され、前記回転軸の外周面に沿っ
て前記回転軸の周方向に延びるとともに前記回転軸の周方向において一端及び他端を有す
る第２周方向部と、前記回転軸の軸方向に延びて、前記第１周方向部と前記第２周方向部
を連結する軸方向連結部とを含み、前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、前記Ｕ相
コイル、前記Ｖ相コイル及び前記Ｗ相コイルへの通電に起因して発生する磁束が前記ロー
タと前記Ｕ相コア、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアとの間に跨って形成される磁気回路を
通過するように、前記ロータの回転位置に関わらず前記回転軸の軸方向及び径方向の何れ
かにおいて前記Ｕ相コア、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一端側対
向部及び前記他端側対向部に対向可能な長さを有し、前記Ｕ相コイル、前記Ｖ相コイル及
び前記Ｗ相コイルの各々を流れる交番電流の位相は互いに１２０度ずれており、前記Ｕ相
コイルには、前記軸方向連結部が前記回転軸の周方向において前記Ｕ相コアと同じ位置に
あるときに電流値が極大又は極小となるように交番電流が供給され、前記Ｖ相コイルには
、前記軸方向連結部が前記回転軸の周方向において前記Ｖ相コアと同じ位置にあるときに
電流値が極大又は極小となるように交番電流が供給され、前記Ｗ相コイルには、前記軸方
向連結部が前記回転軸の周方向において前記Ｗ相コアと同じ位置にあるときに電流値が極
大又は極小となるように交番電流が供給される。
【００１２】
　上記電動機においては、周方向に等間隔に配置されたＵ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コア
とロータを利用して、少なくとも回転軸の軸方向及び径方向に磁束が流れるように磁気回
路が形成される。そのため、ロータを交番電流の周波数よりも高い周波数にて回転させる
ことができる。その理由は、以下のとおりである。
【００１３】
　先ず、Ｕ相コイル、Ｖ相コイル及びＷ相コイルへの交番電流の供給に伴って発生する磁
束が通過する磁気回路について説明する。
【００１４】
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　コイル巻回部に巻き回されたコイルに交番電流が供給されると、それに伴って発生する
磁束が一方の対向部（一端側対向部及び他端側対向部の何れか）を通過し、当該一方の対
向部に対して回転軸の径方向で対向する一方の周方向部（第１周方向部及び第２周方向部
の何れか）からロータに入る。ロータに入ってきた磁束は、一方の周方向部から軸方向連
結部に入った後、他方の周方向部を通過し、当該他方の周方向部に対して回転軸の径方向
で対向する対向部であって上記一方の対向部と対を為す他方の対向部に入る。このように
して他方の対向部に入ってきた磁束は、コイル巻回部を通過した後、一方の対向部を再び
通過する。つまり、上記電動機においては、コイルに交番電流が供給されることにより、
少なくとも回転軸の軸方向及び径方向に磁束が流れるように、磁気回路が形成される。
【００１５】
　このような磁気回路は、ロータとコアの位置関係によって、その長さが変化する。具体
的には、一方の周方向部のうち回転軸の径方向において一方の対向部に対向する部分（つ
まり、磁束が入ってくる部分）から軸方向連結部までの距離と、他方の周方向部のうち回
転軸の径方向において他方の対向部に対向する部分（つまり、磁束が出てゆく部分）から
軸方向連結部までの距離が長くなるほど、磁気回路全体の長さが長くなる。
【００１６】
　このように磁気回路の長さが変化すると、磁気回路の磁気抵抗が変化する。具体的には
、磁気回路の長さが長くなるほど、磁気回路の磁気抵抗が大きくなる。磁気回路の磁気抵
抗は、ロータの軸方向連結部とコアが回転軸の周方向において同じ位置にあるときに最小
となる。
【００１７】
　ここで、上記電動機では、磁気回路の磁気抵抗が最小となる位置にロータの軸方向連結
部が存在する状態で電流値が極大又は極小となるようにコイルに交番電流が供給され、且
つ、このように交番電流が供給されるコイルが巻き回されたコアが互いに分離された状態
で回転軸の周方向に等間隔（つまり、周方向に１２０度の間隔）で配置されている。その
ため、交番電流の位相が１８０度進む毎に、つまり、交番電流の電流値が極大から極小或
いは極小から極大に変化する間にロータが１回転する。その結果、上記電動機においては
、交番電流の周波数の２倍の周波数にてロータを回転させることができる。
【００１８】
　上記電動機において、前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、前記回転軸の径方向
において前記Ｕ相コア、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアよりも内側に位置していてもよい
。この場合、前記第１周方向部及び前記第２周方向部の一方は、当該径方向において前記
Ｕ相コア、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一端側対向部及び前記他
端側対向部の一方に対向しており、前記第１周方向部及び前記第２周方向部の他方は、当
該径方向において前記Ｕ相コア、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一
端側対向部及び前記他端側対向部の他方に対向していることが好ましい。
【００１９】
　このような態様においては、第１周方向部及び第２周方向部が回転軸の軸方向でＵ相コ
ア、Ｖ相コア及びＷ相コアの各々に対してオーバーラップするので、回転軸の軸方向にお
ける電動機のサイズを小さくすることができる。
【００２０】
　上記電動機において、前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、前記回転軸の軸方向
において前記Ｕ相コア、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの両側に位置していてもよい。こ
の場合、前記第１周方向部及び前記第２周方向部の一方は、当該軸方向において前記Ｕ相
コア、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一端側対向部及び前記他端側
対向部の一方に対向しており、前記第１周方向部及び前記第２周方向部の他方は、当該軸
方向において前記Ｕ相コア、前記Ｖ相コア及び前記Ｗ相コアの何れかが有する前記一端側
対向部及び前記他端側対向部の他方に対向していることが好ましい。
【００２１】
　このような態様においては、第１周方向部及び第２周方向部が回転軸の径方向でＵ相コ
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ア、Ｖ相コア及びＷ相コアの各々に対してオーバーラップするので、回転軸の径方向にお
ける電動機のサイズを小さくすることができる。
【００２２】
　上記電動機において、好ましくは、前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、それぞ
れ、前記回転軸の軸方向に積層された複数の電磁鋼板によって形成されている。
【００２３】
　このような態様においては、第１周方向部及び第２周方向部の各々を回転軸の周方向に
磁束が流れるときの渦電流の発生を抑制することができる。
【００２４】
　上記電動機において、好ましくは、前記軸方向連結部は、前記回転軸の軸方向に対して
直交する方向に積層された複数の電磁鋼板によって形成されている。
【００２５】
　このような態様においては、軸方向連結部を回転軸の軸方向に磁束が流れるときの渦電
流の発生を抑制することができる。
【００２６】
　上記電動機において、好ましくは、前記第１周方向部、前記第２周方向部及び前記軸方
向連結部は互いに独立しており、前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、それぞれ、
少なくとも一部が前記回転軸の外周面に接する接触部を有しており、前記接触部には、前
記回転軸の径方向内側に向かって開口するとともに前記回転軸の軸方向に延びて前記軸方
向連結部の一部が嵌め込まれる溝が形成されており、前記軸方向連結部は、その一部が前
記回転軸の外周面に開口して前記回転軸の軸方向に延びる溝に嵌め込まれた状態で前記第
１周方向部及び前記第２周方向部の各々によって前記回転軸の径方向外側から押え込まれ
ることにより、前記回転軸とともに回転可能となるように前記回転軸に固定されている。
【００２７】
　このような態様においては、軸方向連結部の一部が回転軸の外周面に形成された溝に嵌
め込まれた状態で、軸方向連結部の他の一部が第１周方向部及び第２周方向部の各々に形
成された溝に嵌め込まれることにより、ロータが回転軸に対してその周方向に相対移動す
るのを規制することができる。また、軸方向連結部を機械要素であるキーとして利用する
ことにより、第１周方向部及び第２周方向部が回転軸に対してその周方向に相対移動する
のを規制することができる。
【００２８】
　また、第１周方向部、第２周方向部及び軸方向連結部が互いに分離しているので、ロー
タが複雑な形状であっても容易に形成することができる。
【００２９】
　上記電動機において、前記回転軸が磁性材料によって形成されていてもよい。この場合
、好ましくは、前記第１周方向部及び前記第２周方向部は、それぞれ、前記回転軸の周方
向の両端部分が前記回転軸の径方向において前記回転軸の外周面から離れて位置すること
によって前記回転軸の外周面との間に隙間を形成している。
【００３０】
　このような態様においては、回転軸を利用してロータに突極性を持たせることができる
。この突極性は、発生トルクの向上や脈動の抑制を可能にする。具体的に、前記ロータと
ステータとの間の空隙中の磁場変化がトルクを生じさせるので、前記ロータが突極性を有
すること、つまり前記空隙の形状を周方向に変化させる形状を有すること、は発生トルク
の制御を容易にしてその向上を可能にし、また脈動を抑制する設計を可能にする。
【００３１】
　上記電動機において、前記回転軸が非磁性材料によって形成されていてもよい。
【００３２】
　このような態様においては、回転軸の軽量化を実現することができるので、回転軸が磁
性材料からなる場合よりも回転軸の回転に必要な電力を少なくすることができる。
【発明の効果】



(8) JP 6965211 B2 2021.11.10

10

20

30

40

50

【００３３】
　本発明の電動機によれば、ステータのコイルに供給される交番電流の周波数よりも高い
周波数にてロータを回転させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】本発明の実施の形態による電動機を示す斜視図である。
【図２】図１に示す電動機において回転軸を取り除いた状態を示す斜視図である。
【図３】本発明の実施の形態による電動機を回転軸の軸方向から見たときのロータとＵ相
コア、Ｖ相コア及びＷ相コアとの位置関係を示す模式図である。
【図４】図３におけるＩＶ－ＩＶ方向に相当する断面を示す説明図であって、Ｕ相コアと
ロータとの間に形成される磁気回路を示す説明図である。
【図５】Ｕ相コイル、Ｖ相コイル及びＷ相コイルの各々に供給される交番電流の位相と振
幅との関係を示すグラフである。
【図６】図５に示す位相Ｐ０でのロータとＵ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コアとの位置関係
を示す模式図である。
【図７】図５に示す位相Ｐ１でのロータとＵ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コアとの位置関係
を示す模式図である。
【図８】図５に示す位相Ｐ２でのロータとＵ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コアとの位置関係
を示す模式図である。
【図９】図５に示す位相Ｐ３でのロータとＵ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コアとの位置関係
を示す模式図である。
【図１０】図５に示す位相Ｐ４でのロータとＵ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コアとの位置関
係を示す模式図である。
【図１１】図５に示す位相Ｐ５でのロータとＵ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コアとの位置関
係を示す模式図である。
【図１２】図５に示す位相Ｐ６でのロータとＵ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コアとの位置関
係を示す模式図である。
【図１３】本発明の実施の形態の変形例１に係る電動機を示す斜視図である。
【図１４】本発明の実施の形態の変形例２に係る電動機を回転軸の軸方向から見たときの
ロータとＵ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コアとの位置関係を示す模式図である。
【図１５】図１４におけるＸＶ－ＸＶ方向に相当する断面を示す説明図であって、Ｕ相コ
アとロータとの間に形成される磁気回路を示す説明図である。
【図１６】本発明の実施の形態の変形例３に係る電動機を示す斜視図である。
【図１７】本発明の実施の形態の変形例３に係る電動機を構成するロータの分解斜視図で
ある。
【図１８】本発明の実施の形態の変形例３に係る電動機を示す斜視図であって、当該電動
機を構成するロータが図１６に示す回転軸とは異なる回転軸に固定された状態を示す斜視
図である。
【発明を実施するための形態】
【００３５】
　以下、添付図面を参照しながら、本発明の実施の形態について詳述する。
【００３６】
　図１及び図２を参照しながら、本発明の実施の形態による電動機１０について説明する
。図１は、電動機１０の斜視図である。図２は、図１に示す電動機１０において回転軸２
０を取り除いた状態を示す斜視図である。
【００３７】
　電動機１０は、ロータ３０と、ステータ４０とを備える。以下、これらについて説明す
る。
【００３８】
　ロータ３０は、回転軸２０に配置されて、回転軸２０とともに回転する。ロータ３０は
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、後述するコイルへの通電に起因して発生する磁束の通過を許容する磁性材料によって形
成されている。本実施の形態では、ロータ３０は、圧粉鉄心からなる。なお、回転軸２０
は、非磁性材料によって形成されている。
【００３９】
　ロータ３０は、第１周方向部３２と、第２周方向部３４と、軸方向連結部３６とを含む
。以下、これらについて説明する。
【００４０】
　第１周方向部３２及び第２周方向部３４は、それぞれ、回転軸２０の外周面に沿って回
転軸２０の周方向に略一定の断面形状（本実施の形態では、矩形形状）で延びる。第１周
方向部３２及び第２周方向部３４は、それぞれ、回転軸２０の周方向において一端及び他
端を有する。別の表現をすれば、第１周方向部３２及び第２周方向部３４は、何れも、円
環の一部を切り欠いた形状を有している。このような形状を有する第１周方向部３２及び
第２周方向部３４においては、環状の磁路が分断されている。第１周方向部３２及び第２
周方向部３４は、それぞれ、回転軸２０の周方向において半周以上の長さに亘って延びる
ように形成されている。第１周方向部３２及び第２周方向部３４は、回転軸２０の周方向
において互いに同じ長さを有している。第１周方向部３２の一端は、回転軸２０の周方向
において、第２周方向部３４の一端と同じ位置にある。第１周方向部３２の他端は、回転
軸２０の周方向において、第２周方向部３４の他端と同じ位置にある。第２周方向部３４
は、第１周方向部３２から回転軸２０の軸方向に離れて配置されている。第１周方向部３
２及び第２周方向部３４は、互いに同じ大きさ及び形状を有している。
【００４１】
　軸方向連結部３６は、回転軸２０の軸方向に略一定の断面形状（本実施の形態では、略
矩形形状）で延びて、第１周方向部３２と第２周方向部３４を連結する。本実施の形態で
は、軸方向連結部３６は、第１周方向部３２と第２周方向部３４に対して一体的に形成さ
れている。
【００４２】
　ここで、第１周方向部３２は、軸方向連結部３６の軸方向一端部分のうち回転軸２０の
径方向外側の端面に接続されている。第１周方向部３２は、当該端面から回転軸２０の径
方向外側に向かって突出している。第１周方向部３２のうち回転軸２０の周方向中央部分
が軸方向連結部３６に接続されている。
【００４３】
　また、第２周方向部３４は、軸方向連結部３６の軸方向他端部分のうち回転軸２０の径
方向外側の端面に接続されている。第２周方向部３４は、当該端面から回転軸２０の径方
向外側に向かって突出している。第２周方向部３４のうち回転軸２０の周方向中央部分が
軸方向連結部３６に接続されている。
【００４４】
　なお、第１周方向部３２、第２周方向部３４及び軸方向連結部３６の各々の断面は、後
述する磁束がロータ３０を通過するときに部分的な磁気飽和が生じるのを回避するように
、同程度の大きさで形成される。
【００４５】
　ステータ４０は、ロータ３０の周囲に配置され、ロータ３０との間に作用する電磁力に
よってロータ３０を回転させる。ステータ４０は、例えば、図示しないハウジングに収容
された状態で当該ハウジングに固定される。ステータ４０は、Ｕ相コイル４２Ｕと、Ｕ相
コア４４Ｕと、Ｖ相コイル４２Ｖと、Ｖ相コア４４Ｖと、Ｗ相コイル４２Ｗと、Ｗ相コア
４４Ｗとを含む。
【００４６】
　Ｕ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及びＷ相コイル４２Ｗは、回転軸２０の周方向に
等間隔に配置されている。別の表現をすれば、Ｕ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及び
Ｗ相コイル４２Ｗは、回転軸２０の周方向において互いに異なる位置に配置されている。
【００４７】
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　Ｕ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及びＷ相コイル４２Ｗの各々には、ロータ３０を
回転させるための交番電流が流れる。Ｕ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及びＷ相コイ
ル４２Ｗの各々を流れる交番電流の位相は互いに１２０度ずれている。つまり、Ｕ相コイ
ル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及びＷ相コイル４２Ｗの各々を流れる交番電流は、互いに異
なる位相を有している。なお、Ｕ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及びＷ相コイル４２
Ｗの各々を流れる交番電流の詳細については、後述する。
【００４８】
　Ｕ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗは、回転軸２０の周方向に等間隔
に配置されている。別の表現をすれば、Ｕ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４
４Ｗは、互いに分離して配置されている。
【００４９】
　Ｕ相コア４４Ｕには、Ｕ相コイル４２Ｕが巻き回されている。Ｕ相コア４４Ｕは、Ｕ相
コイル４２Ｕへの通電に起因して発生する磁束の通過を許容する。
【００５０】
　Ｖ相コア４４Ｖには、Ｖ相コイル４２Ｖが巻き回されている。Ｖ相コア４４Ｖは、Ｖ相
コイル４２Ｖへの通電に起因して発生する磁束の通過を許容する。
【００５１】
　Ｗ相コア４４Ｗには、Ｗ相コイル４２Ｗが巻き回されている。Ｗ相コア４４Ｗは、Ｗ相
コイル４２Ｗへの通電に起因して発生する磁束の通過を許容する。
【００５２】
　Ｕ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗは、それぞれ、コイル巻回部４４
１と、一端側対向部４４２と、他端側対向部４４３とを含む。以下、これらについて説明
する。
【００５３】
　コイル巻回部４４１には、Ｕ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及びＷ相コイル４２Ｗ
のうち対応するコイルが巻き回されている。コイル巻回部４４１は、回転軸２０の軸方向
に略一定の矩形断面でストレートに延びている。
【００５４】
　一端側対向部４４２は、コイル巻回部４４１に巻き回されたコイルの軸方向においてコ
イル巻回部４４１よりも一端側に位置してロータ３０に対向する。一端側対向部４４２は
、コイル巻回部４４１の一端から径方向内側に延び出している。一端側対向部４４２は、
本体部４４２１と先端部４４２２とを含む。
【００５５】
　本体部４４２１は、コイル巻回部４４１の一端から径方向内側に向かって略一定の矩形
断面でストレートに延びている。先端部４４２２は、本体部４４２１の先端に設けられて
いる。先端部４４２２は、回転軸２０の外周面に沿って回転軸２０の周方向に延びている
。先端部４４２２は、本体部４４２１から回転軸２０の周方向両側に突出するように延び
ている。
【００５６】
　他端側対向部４４３は、コイル巻回部４４１に巻き回されたコイルの軸方向においてコ
イル巻回部４４１よりも他端側に位置してロータ３０に対向する。他端側対向部４４３は
、回転軸２０の軸方向において一端側対向部４４２から離れて配置されている。他端側対
向部４４３は、コイル巻回部４４１の他端から回転軸２０の径方向内側に延び出している
。他端側対向部４４３は、本体部４４３１と先端部４４３２とを含む。
【００５７】
　本体部４４３１は、コイル巻回部４４１の他端から径方向内側に向かって略一定の矩形
断面でストレートに延びている。先端部４４３２は、本体部４４３１の先端に設けられて
いる。先端部４４３２は、回転軸２０の外周面に沿って回転軸２０の周方向に延びている
。先端部４４３２は、本体部４４３１から回転軸２０の周方向両側に突出するように延び
ている。
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【００５８】
　ここで、第１周方向部３２及び第２周方向部３４は、回転軸２０の径方向においてＵ相
コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗよりも内側に位置するとともに当該径方
向においてＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの何れかが有する一端側
対向部４４２及び他端側対向部４４３に対向している。具体的には、第１周方向部３２が
一端側対向部４４２に対して回転軸２０の径方向で対向しており、第２周方向部３４が他
端側対向部４４３に対して回転軸の径方向で対向している。第１周方向部３２は、一端側
対向部４４２に対して回転軸２０の径方向で対向するとともに一端側対向部４４２におけ
る対向面との間に所定の隙間を形成する外周面３２０を有している。第２周方向部３４は
、他端側対向部４４３に対して回転軸２０の径方向で対向するとともに他端側対向部４４
３における対向面との間に所定の隙間を形成する外周面３４０を有している。
【００５９】
　また、第１周方向部３２及び第２周方向部３４は、Ｕ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２
Ｖ及びＷ相コイル４２Ｗに交番電流が供給されることで発生する磁束がロータ３０とＵ相
コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗとの間に跨って形成される磁気回路を通
過するように、ロータ３０の回転位置に関わらず回転軸２０の径方向においてＵ相コア４
４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの何れかが有する一端側対向部４４２及び他端
側対向部４４３に対向可能な長さを有している。具体的には、第１周方向部３２はＵ相コ
ア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの何れかが有する一端側対向部４４２に対
して回転軸２０の径方向で対向可能な長さを有しており、第２周方向部３４がＵ相コア４
４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの何れかが有する他端側対向部４４３に対して
回転軸の径方向で対向可能な長さを有している。
【００６０】
　また、Ｕ相コイル４２Ｕには、ロータ３０の軸方向連結部３６が回転軸２０の周方向に
おいてＵ相コア４４Ｕと同じ位置にあるときに電流値が極大又は極小となるように交番電
流が供給される。ここで、軸方向連結部３６が回転軸２０の周方向においてＵ相コア４４
Ｕと同じ位置にある状態とは、軸方向連結部３６が回転軸２０の周方向においてＵ相コア
４４Ｕが有するコイル巻回部４４１と同じ位置にある状態をいう。
【００６１】
　また、Ｖ相コイル４２Ｖには、ロータ３０の軸方向連結部３６が回転軸２０の周方向に
おいてＶ相コア４４Ｖと同じ位置にあるときに電流値が極大又は極小となるように交番電
流が供給される。ここで、軸方向連結部３６が回転軸２０の周方向においてＶ相コア４４
Ｖと同じ位置にある状態とは、軸方向連結部３６が回転軸２０の周方向においてＶ相コア
４４Ｖが有するコイル巻回部４４１と同じ位置にある状態をいう。
【００６２】
　また、Ｗ相コイル４２Ｗには、ロータ３０の軸方向連結部３６が回転軸２０の周方向に
おいてＷ相コア４４Ｗと同じ位置にあるときに電流値が極大又は極小となるように交番電
流が供給される。ここで、軸方向連結部３６が回転軸２０の周方向においてＷ相コア４４
Ｗと同じ位置にある状態とは、軸方向連結部３６が回転軸２０の周方向においてＷ相コア
４４Ｗが有するコイル巻回部４４１と同じ位置にある状態をいう。
【００６３】
　図３及び図４を参照しながら、電動機１０においてロータ３０とステータ４０との間に
跨って形成される磁気回路について説明する。図３は、電動機１０を回転軸２０の軸方向
から見たときのロータ３０とＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗとの位
置関係を示す模式図である。図４は、図３におけるＩＶ－ＩＶ方向に相当する断面を示す
説明図であって、Ｕ相コア４４Ｕとロータ３０との間に形成される磁気回路を示す説明図
である。なお、図４では、Ｕ相コア４４Ｕに巻き回されたＵ相コイル４２Ｕも図示してい
る。
【００６４】
　以下、Ｕ相コイル４２Ｕに交番電流を供給したときにロータ３０とＵ相コア４４Ｕとの
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間に形成される磁気回路について説明するが、Ｖ相コイル４２Ｖに交番電流を供給したと
きにロータ３０とＶ相コア４４Ｖとの間に形成される磁気回路や、Ｗ相コイル４２Ｗに交
番電流を供給したときにロータ３０とＷ相コア４４Ｗとの間に形成される磁気回路につい
ては、Ｕ相コイル４２Ｕへの通電に起因して形成される磁気回路と同様であるから、それ
らの詳細な説明については省略する。
【００６５】
　先ず、Ｕ相コイル４２Ｕに交番電流が供給されると、磁束が発生する。当該磁束は、Ｕ
相コイル４２Ｕが巻き回されたコイル巻回部４４１（Ｕ相コア４４Ｕが有するコイル巻回
部４４１）を通過した後、一方の対向部（一端側対向部４４２及び他端側対向部４４３）
からロータ３０に入る。具体的には、ロータ３０のうち一方の対向部に対して回転軸２０
の径方向で対向する一方の周方向部（第１周方向部３２及び第２周方向部３４の何れか）
からロータ３０に入る。このようにしてロータ３０に入ってきた磁束は、一方の周方向部
から軸方向連結部３６に入った後、他方の周方向部を通過して、Ｕ相コア４４Ｕに戻る。
具体的には、当該他方の周方向部に対して回転軸２０の径方向で対向する対向部であって
上記一方の対向部と対を為す他方の対向部に入る。このようにして他方の対向部に入って
きた磁束は、Ｕ相コア４４Ｕが有するコイル巻回部４４１を再び通過する。つまり、電動
機１０においては、Ｕ相コイル４２Ｕに交番電流が供給されることにより、少なくとも回
転軸２０の軸方向及び径方向に磁束が流れるように、磁気回路が形成される。
【００６６】
　このようなＵ相コイル４２Ｕへの通電に起因して形成される磁気回路は、ロータ３０と
Ｕ相コア４４の位置関係によって、その長さが変化する。具体的には、一方の周方向部の
うち回転軸２０の径方向において一方の対向部に対向する部分（つまり、磁束が入ってく
る部分）から軸方向連結部３６までの距離（つまり、回転軸２０の周方向での距離）と、
他方の周方向部のうち回転軸２０の径方向において他方の対向部に対向する部分（つまり
、磁束が出てゆく部分）から軸方向連結部３６までの距離（つまり、回転軸２０の周方向
での距離）が長くなるほど、磁気回路全体の長さが長くなる。
【００６７】
　このように磁気回路の長さが変化すると、磁気回路の磁気抵抗が変化する。具体的には
、磁気回路の長さが長くなるほど、磁気回路の磁気抵抗が大きくなる。磁気回路の磁気抵
抗は、ロータ３０の軸方向連結部３６とＵ相コア４４Ｕのコイル巻回部４４１とが回転軸
２０の周方向において同じ位置にあるときに最小となる。
【００６８】
　ここで、電動機１０では、磁気回路の磁気抵抗が最小となる位置にロータ３０の軸方向
連結部３６が存在する状態で電流値が極大又は極小となるようにＵ相コイル４２Ｕ、Ｖ相
コイル４２Ｖ及びＷ相コイル４２Ｗの各々に交番電流が供給され、且つ、このように交番
電流が供給されるＵ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及びＷ相コイル４２Ｗが巻き回さ
れたＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗが互いに分離された状態で回転
軸２０の周方向に等間隔（つまり、周方向に１２０度の間隔）で配置されている。そのた
め、交番電流の位相が１８０度進む毎に、つまり、交番電流の電流値が極大から極小或い
は極小から極大に変化する間にロータ３０が１回転する。その結果、電動機１０において
は、交番電流の周波数の２倍の周波数にてロータ３０を回転させることができる。
【００６９】
　図５～図１２を参照しながら、電動機１０において交番電流の周波数の２倍の周波数に
てロータ３０を回転させることができる理由について、もう少し詳しく説明する。図５は
、Ｕ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及びＷ相コイル４２Ｗの各々に供給される交番電
流の位相と振幅との関係を示すグラフである。図６～図１２は、それぞれ、図５に示す位
相Ｐ０～Ｐ６でのロータ３０とＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗとの
位置関係を示す模式図である。
【００７０】
　位相Ｐ０（図５参照）では、Ｕ相コイル４２Ｕに供給される交番電流の電流値が極大値
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であり、図６に示す位置にてロータ３０が安定する。位相Ｐ０よりも３０度進んだ位相で
ある位相Ｐ１（図５参照）では、Ｗ相コイル４２Ｗに供給される交番電流の電流値がゼロ
であり、図７に示す位置にてロータ３０が安定する。位相Ｐ１よりも３０度進んだ位相で
ある位相Ｐ２（図５参照）では、Ｖ相コイル４２Ｖに供給される交番電流の電流値が極小
値であり、図８に示す位置にてロータ３０が安定する。位相Ｐ２よりも３０度進んだ位相
である位相Ｐ３（図５参照）では、Ｕ相コイル４２Ｕに供給される交番電流の電流値がゼ
ロであり、図９に示す位置にてロータ３０が安定する。位相Ｐ３よりも３０度進んだ位相
である位相Ｐ４（図５参照）では、Ｗ相コイル４２Ｗに供給される交番電流の電流値が極
大値であり、図１０に示す位置にてロータ３０が安定する。位相Ｐ４よりも３０度進んだ
位相である位相Ｐ５（図５参照）では、Ｖ相コイル４２Ｖに供給される交番電流の電流値
がゼロであり、図１１に示す位置にてロータ３０が安定する。位相Ｐ５よりも３０度進ん
だ位相である位相Ｐ６（図５参照）では、Ｕ相コイル４２Ｕに供給される交番電流の電流
値が極小値であり、図１２に示す位置にてロータ３０が安定する。
【００７１】
　ここで、ある位相（例えば、位相Ｐ３）でのロータ３０の位置は、当該位相よりも３０
度遅れた位相（例えば、位相Ｐ２）でのロータ３０の位置よりも６０度進んでいる。つま
り、Ｕ相コイル４２Ｕ、Ｖ相コイル４２Ｖ及びＷ相コイル４２Ｗの各々に供給される交番
電流の位相が３０度進むごとに、ロータ３０が６０度回転する。
【００７２】
　したがって、電動機１０においては、交番電流の周波数の２倍の周波数にてロータ３０
を回転させることができる。
【００７３】
　また、電動機１０においては、ロータ３０の第１周方向部３２がＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相
コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの何れかが有する一端側対向部４４２に対して回転軸２０
の径方向で対向するとともに、ロータ３０の第２周方向部３４がＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コ
ア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの何れかが有する他端側対向部４４３に対して回転軸２０の
径方向で対向する。そのため、第１周方向部３２を一端側対向部４４２に対して軸方向で
オーバーラップさせることができるとともに、第２周方向部３４を他端側対向部４４３に
対して軸方向でオーバーラップさせることができる。その結果、電動機１０における回転
軸２０の軸方向での長さを短くすることができる。
【００７４】
　［実施の形態の変形例１］
　図１３を参照しながら、上記実施の形態の変形例１に係る電動機１０Ａについて説明す
る。図１３は、実施の形態の変形例１に係る電動機１０Ａを示す斜視図である。
【００７５】
　上記実施の形態では、圧粉鉄心からなるロータ３０が採用されているが、図１３に示す
変形例１では、複数の電磁鋼板３２１、３４１、３６１を用いて形成されたロータ３０Ａ
が採用されている。
【００７６】
　ロータ３０Ａは、第１周方向部３２Ａ、第２周方向部３４Ａ及び軸方向連結部３６Ａを
有している。第１周方向部３２Ａ、第２周方向部３４Ａ及び軸方向連結部３６Ａは、それ
ぞれ、複数の電磁鋼板３２１、３４１、３６１を積層したものである。
【００７７】
　具体的には、第１周方向部３２Ａ及び第２周方向部３４Ａでは、複数の電磁鋼板３２１
、３４１が回転軸２０の軸方向に積層されている。第１周方向部３２Ａ及び第２周方向部
３４Ａを形成する複数の電磁鋼板３２１、３４１は、積層された状態で接着されている。
複数の電磁鋼板３２１、３４１の表面はそれぞれ絶縁層で覆われている。
【００７８】
　また、軸方向連結部３６Ａでは、複数の電磁鋼板３６１が回転軸２０の軸方向に対して
直交する方向に積層されている。軸方向連結部３６Ａを形成する複数の電磁鋼板３６１は
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、積層された状態で接着されている。複数の電磁鋼板３６１の表面はそれぞれ絶縁層で覆
われている。
【００７９】
　なお、図１３に示す例では、第１周方向部３２Ａ、第２周方向部３４Ａ及び軸方向連結
部３６Ａの各々が複数の電磁鋼板を積層することで形成されているが、例えば、第１周方
向部３２Ａ、第２周方向部３４Ａ及び軸方向連結部３６Ａの幾つかを複数の電磁鋼板を積
層することで形成し、残りを圧粉鉄心で形成してもよい。
【００８０】
　電動機１０Ａにおいては、第１周方向部３２Ａ及び第２周方向部３４Ａがそれぞれ回転
軸２０の軸方向に積層された複数の電磁鋼板３２１、３４１によって形成されており、当
該積層された複数の電磁鋼板３２１、３４１の間には、各電磁鋼板の表面を覆う絶縁層が
存在している。そのため、第１周方向部３２Ａ及び第２周方向部３４Ａの各々を回転軸２
０の周方向に磁束が流れるときの渦電流の発生を抑制することができる。
【００８１】
　電動機１０Ａにおいては、軸方向連結部３６Ａが回転軸２０の軸方向に対して直交する
方向に積層された複数の電磁鋼板３６１によって形成されており、当該積層された複数の
電磁鋼板３６１の間には、各電磁鋼板の表面を覆う絶縁層が存在している。そのため、軸
方向連結部３６Ａを回転軸２０の軸方向に磁束が流れるときの渦電流の発生を抑制するこ
とができる。
【００８２】
　電動機１０Ａにおいては、第１周方向部３２Ａ、第２周方向部３４Ａ及び軸方向連結部
３６Ａがそれぞれ積層された複数の電磁鋼板３２１、３４１、３６１によって形成されて
いる。そのため、例えば圧粉からなるものに比べて前記ロータ３０Ａの透磁率を大きくす
ることができる。その結果、より大きなトルクを発生させることができる。
【００８３】
　［実施の形態の変形例２］
　図１４及び図１５を参照しながら、上記実施の形態の変形例２に係る電動機について説
明する。図１４は、本変形例に係る電動機を回転軸の軸方向から見たときのロータ３０Ｂ
とＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗとの位置関係を示す模式図である
。図１５は、図１４におけるＸＶ－ＸＶ方向に相当する断面を示す説明図であって、Ｕ相
コア４４Ｕとロータ３０との間に形成される磁気回路を示す説明図である。なお、図１５
では、Ｕ相コア４４Ｕに巻き回されたＵ相コイル４２Ｕも図示している。
【００８４】
　上記実施の形態に係る電動機１０では、ロータ３０の第１周方向部３２がＵ相コア４４
Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの何れかが有する一端側対向部４４２に対して回
転軸２０の径方向で対向するとともに、ロータ３０の第２周方向部３４がＵ相コア４４Ｕ
、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの何れかが有する他端側対向部４４３に対して回転
軸２０の径方向で対向している。
【００８５】
　これに対して、上記実施の形態の変形例２に係る電動機では、ロータ３０Ｂの第１周方
向部３２ＢがＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの各々が有する一端側
対向部４４２よりも回転軸２０の軸方向において外側に位置している。これにより、第１
周方向部３２ＢがＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コア４４Ｗの何れかが有する
一端側対向部４４２に対して回転軸２０の軸方向で対向している。そのため、第１周方向
部３２Ｂを一端側対向部４４２に対して径方向でオーバーラップさせることができる。
【００８６】
　また、ロータ３０の第２周方向部３４ＢがＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ相コ
ア４４Ｗの各々が有する他端側対向部４４３よりも回転軸２０の軸方向において外側に位
置している。これにより、第２周方向部３４ＢがＵ相コア４４Ｕ、Ｖ相コア４４Ｖ及びＷ
相コア４４Ｗの何れかが有する他端側対向部４４３に対して回転軸２０の軸方向で対向し
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ている。そのため、第２周方向部３４Ｂを他端側対向部４４３に対して径方向でオーバー
ラップさせることができる。
【００８７】
　したがって、本変形例に係る電動機においては、回転軸２０の径方向での長さを短くす
ることができる。
【００８８】
　［実施の形態の変形例３］
　図１６及び図１７を参照しながら、上記実施の形態の変形例３に係る電動機１０Ｃにつ
いて説明する。図１６は、実施の形態の変形例３に係る電動機１０Ｃを示す斜視図である
。図１７は、電動機１０Ｃを構成するロータ３０Ｃの分解斜視図である。なお、図１７で
は、理解を容易にするために、ロータ３０Ｃの他に回転軸２０も図示している。
【００８９】
　電動機１０Ｃでは、ロータ３０の代わりに、ロータ３０Ｂを備える。ロータ３０Ｂを構
成する第１周方向部３２Ｃ、第２周方向部３４Ｃ及び軸方向連結部３６Ｃは、互いに独立
している。つまり、第１周方向部３２Ｃ、第２周方向部３４Ｃ及び軸方向連結部３６Ｃは
、互いに分離可能である。
【００９０】
　第１周方向部３２Ｃ、第２周方向部３４Ｃ及び軸方向連結部３６Ｃは、圧粉鉄心からな
るものであってもよいし、複数の電磁鋼板が積層されたものであってもよい。第１周方向
部３２Ｃ及び第２周方向部３４Ｃが積層された複数の電磁鋼板からなる場合、当該複数の
電磁鋼板は回転軸２０の軸方向に積層される。軸方向連結部３６Ｃが積層された複数の電
磁鋼板からなる場合、当該複数の電磁鋼板は回転軸２０の軸方向に対して直交する方向に
積層される。
【００９１】
　第１周方向部３２Ｃは、回転軸２０の外周面に接する接触部３２１を有している。接触
部３２１には、溝３２１１が形成されている。溝３２１１は、回転軸２０の径方向内側に
向かって開口するとともに、回転軸２０の軸方向に延びている。溝３２１１は、第１周方
向部３２Ｃが延びる方向（回転軸２０の周方向）において、第１周方向部３２Ｃの中央部
分に位置している。
【００９２】
　第２周方向部３４Ｃは、回転軸２０の外周面に接する接触部３４１を有している。接触
部３４１には、溝３４１１が形成されている。溝３４１１は、回転軸２０の径方向内側に
向かって開口するとともに、回転軸２０の軸方向に延びている。溝３４１１は、第２周方
向部３４Ｃが延びる方向（回転軸２０の周方向）において、第２周方向部３４Ｃの中央部
分に位置している。
【００９３】
　軸方向連結部３６Ｃは、回転軸２０の外周面に固定されている。具体的には、軸方向連
結部３６Ｃの一部が回転軸２０の外周面に形成された溝２０１に嵌め込まれている。溝２
０１は、回転軸２０の外周面に開口して、回転軸２０の軸方向に延びている。
【００９４】
　軸方向連結部３６Ｃの一部が回転軸２０の外周面に形成された溝２０１に嵌め込まれた
状態で、第１周方向部３２Ｃ及び第２周方向部３４Ｃが軸方向連結部３６Ｃに組み付けら
れている。具体的には、第１周方向部３２Ｃの溝３２１１に対して軸方向連結部３６Ｃの
一端部分が嵌め込まれることにより、第１周方向部３２Ｃが軸方向連結部３６Ｃに組み付
けられている。第２周方向部３４Ｃの溝３４１１に対して軸方向連結部３６Ｃの他端部分
が嵌め込まれることにより、第２周方向部３４Ｃが軸方向連結部３６Ｃに組み付けられて
いる。
【００９５】
　このようにして第１周方向部３２Ｃ及び第２周方向部３４Ｃがそれぞれ軸方向連結部３
６Ｃに組み付けられることにより、軸方向連結部３６Ｃが回転軸２０の径方向外側から第
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１周方向部３２Ｃ及び第２周方向部３４Ｃによって押え込まれる。その結果、ロータ３０
が回転軸２０とともに回転可能となるように回転軸２０に固定される。
【００９６】
　ここで、図１６及び図１７に示す例では、回転軸２０が磁性材料によって形成されてい
る。また、回転軸２０の外周面は、第１外周面２０Ａと、第２外周面２０Ｂとを含む。
【００９７】
　第１外周面２０Ａは、回転軸２０の径方向において第１周方向部３２Ｃ及び第２周方向
部３４Ｃに接触する。第１外周面２０Ａには、溝２０１が形成されている。
【００９８】
　第２外周面２０Ｂは、第１外周面２０Ａよりも回転軸２０の径方向で内側に位置してい
る。つまり、第２外周面２０Ｂは、第１外周面２０Ａよりも小さな直径で形成されている
。そのため、第１外周面２０Ａと第２外周面２０Ｂとの間には、段差が形成されている。
第２外周面２０Ｂは、回転軸２０の外周面のうち第１外周面２０Ａを除いた領域に形成さ
れている。第２外周面２０Ｂにおける回転軸２０の周方向での長さは、第１外周面２０Ａ
における回転軸２０の周方向での長さよりも大きい。
【００９９】
　このように回転軸２０の外周面が第１外周面２０Ａと第２外周面２０Ｂとを有すること
により、第１周方向部３２Ｃにおける回転軸２０の周方向の両端部分がそれぞれ回転軸２
０の径方向において回転軸２０の外周面における第２外周面２０Ｂから離れているととも
に、第２周方向部３４Ｃにおける回転軸２０の周方向の両端部分がそれぞれ回転軸２０の
径方向において回転軸２０の外周面における第２外周面２０Ｂから離れている。つまり、
第１周方向部３２Ｃにおける回転軸２０の周方向の両端部分は、それぞれ、回転軸２０の
外周面における第２外周面２０Ｂとの間に隙間を形成している。また、第２周方向部３４
Ｃにおける回転軸２０の周方向の両端部分も、それぞれ、回転軸２０の径方向において回
転軸２０の外周面における第２外周面２０Ｂとの間に隙間を形成している。
【０１００】
　電動機１０Ｃにおいては、軸方向連結部３６Ｃの一部が回転軸２０の外周面における第
１外周面２０Ａに形成された溝２０１に嵌め込まれた状態で、軸方向連結部３６Ｃの他の
一部が第１周方向部３２Ｃ及び第２周方向部３４Ｃの各々に形成された溝３２１、３４１
に嵌め込まれることにより、ロータ３０が回転軸２０に対してその周方向に相対移動する
のを規制することができる。
【０１０１】
　電動機１０Ｃにおいては、軸方向連結部３６Ｃを利用して、第１周方向部３２Ｃ及び第
２周方向部３４Ｃの回転軸２０に対する相対回転を規制することができる。
【０１０２】
　電動機１０Ｃにおいては、第１周方向部３２Ｃ、第２周方向部３４Ｃ及び軸方向連結部
３６Ｃが互いに分離しているので、ロータ３０が複雑な形状であっても容易に形成するこ
とができる。
【０１０３】
　電動機１０Ｃにおいては、回転軸２０が磁性材料によって形成されているとともに、第
１周方向部３２Ｃ及び第２周方向部３４Ｃは、それぞれ、回転軸２０の周方向の両端部分
が回転軸２０の径方向において回転軸２０の外周面における第２外周面２０Ｂから離れて
位置することによって回転軸２０の外周面における第２外周面２０Ｂとの間に隙間を形成
している。そのため、回転軸２０を利用してロータ３０に突極性を持たせることができる
。この突極性は、発生トルクの向上や脈動の抑制を可能にする。具体的に、前記ロータ３
０とステータ４０との間の空隙中の磁場変化がトルクを生じさせるので、前記ロータ３０
が突極性を有すること、つまり前記空隙の形状を周方向に変化させる形状を有すること、
は発生トルクの制御を容易にしてその向上を可能にし、また脈動を抑制する設計を可能に
する。
【０１０４】
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　なお、図１６に示す例では、磁性材料で形成された回転軸２０と第１周方向部３２Ｃ及
び第２周方向部３４Ｃとの間に隙間を形成するために、回転軸２０の外周面が第１外周面
２０Ａと第２外周面２０Ｂとを有しているが、例えば、回転軸２０が非磁性材料で形成さ
れている場合には、図１８に示すように、回転軸２０の外周面が溝２０１以外に段差を有
していないようにしてもよい。
【０１０５】
　［実施の形態の変形例４］
　例えば、ロータが、非磁性材料で形成されて回転軸２０の周方向に延びるとともに第１
周方向部３２の一端及び他端を接続する第１接続部を有するとともに、非磁性材料で形成
されて回転軸２０の周方向に延びるとともに第２周方向部３４の一端及び他端を接続する
第２接続部を有するようにしてもよい。この場合、ロータの軸方向両端部分を環状にする
ことができるので、ロータの回転バランスを向上させることができる。
【０１０６】
　以上、本発明の実施の形態について詳述してきたが、これらはあくまでも例示であって
、本発明は、上述の実施の形態の記載によって、何等、限定的に解釈されるものではない
。
【０１０７】
　例えば、上記実施の形態では、Ｕ相コイル、Ｖ相コイル及びＷ相コイルの各々が回転軸
の軸方向に延びるコイル巻回部に巻き回されているが、例えば、Ｕ相コイル、Ｖ相コイル
及びＷ相コイルの各々が回転軸の径方向に延びるコイル巻回部に巻き回されていてもよい
。
【０１０８】
　例えば、上記実施の形態では、Ｕ相コア、Ｖ相コア及びＷ相コアの各々が有する一端側
対向部及び他端側対向部において先端部が設けられているが、当該先端部はなくてもよい
。
【０１０９】
　例えば、上記実施の形態において、ロータを覆う筒状又は管状の部材を採用してもよい
。この場合、ロータの強度を確保することができる。
【０１１０】
　例えば、一端側対向部及び他端側対向部の一方が第１周方向部及び第２周方向部の一方
に対して径方向で対向するとともに、一端側対向部及び他端側対向部の他方が第１周方向
部及び第２周方向部の他方に対して軸方向で対向してもよい。
【符号の説明】
【０１１１】
１０　電動機
２０　回転軸
３０　ロータ
３２　第１周方向部
３４　第２周方向部
３６　軸方向連結部
４０　ステータ
４２Ｕ　Ｕ相コイル
４２Ｖ　Ｖ相コイル
４２Ｗ　Ｗ相コイル
４４Ｕ　Ｕ相コア
４４Ｖ　Ｖ相コア
４４Ｗ　Ｗ相コア
４４１　コイル巻回部
４４２　一端側対向部
４４３　他端側対向部
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